
（電波利用料の徴収等）
第百三条の二
４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が
無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用（同条において「電波利用共益費
用」という。）の財源に充てるために免許人等、第十二項の特定免許等不要局を開設した者又は第十三
項の表示者が納付すべき金銭をいう。
一～十一の三 （略）
十一の四 電波法及び電気通信事業法の一部を改正する法律（平成二十九年法律第二十七号）附則第一
条第一号に掲げる規定の施行の日の前日（以下この号において「基準日」という。）において設置され
ているイに掲げる衛星基幹放送（放送法第二条第十三号の衛星基幹放送をいう。以下この号において同
じ。）の受信を目的とする受信設備（基準日において第三章に定める技術基準に適合していないものを
除き、増幅器及び配線並びに分配器、接続子その他の配線のために必要な器具に限る。）であつて、ロ
に掲げる衛星基幹放送の電波を受けるための空中線を接続した場合に当該技術基準に適合しないことと
なるものについて、当該技術基準に適合させるために行われる改修のための補助金の交付その他の必要
な援助
イ 基準日において行われている衛星基幹放送であつて、基準日の翌日以後引き続き行われるもの（実
験等無線局を用いて行われるものを除く。）

ロ 基準日の翌日以後にイに掲げる衛星基幹放送と同時に行われる衛星基幹放送であつて、イに掲げる
衛星基幹放送に使用される電波と周波数が同一で、かつ、電界の回転の方向が反対である電波を使用
して行われるもの

○電波法附則第十六項を追加し、平成三十二年三月三十一日までの間、第百三条の二を以下に
読み替える。
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